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要 約 

本研究の目的は、小学校教員と国語科教育の専門家をつなぐ遠隔校内研修の実施を通して、（１）小

学校教員の国語科に対する要点理解が促進されたか、（２）小学校教員の遠隔教育に対する推進意欲が

向上したかの２点について検証することであった。遠隔校内研修では、テレビ会議システムを通して

小学校教員と国語科教育の専門家が国語科の内容について定期的に双方向的なやり取りを行った。質

問紙調査の結果、小学校教員の国語科の要点に関する理解度が向上した。また、小学校教員の遠隔教

育に対する推進意欲が向上した。 

 

Keywords：遠隔システム、ICT、国語科、小学校教員、校内研修 

 

１．問題の所在と研究の目的 

 近年の学校教育において、遠隔教育が注目されている。遠隔教育とは、「遠隔システムを活用した同時双方向型

で行う教育 1)」であると説明されている。中央教育審議会初等中等教育分科会 2)においても、遠隔教育によって時

間や距離などの制約を取り払うことはもちろん、学びの幅の広がりや多様な考えに触れる機会の充実、様々な状

況の子どもたちの学習機会の確保など、多くの利点が生まれることが指摘されている。COVID-19 による学校休業

中においても、ICT を活用した学習支援が数多く取り組まれ 3)、遠隔教育についての議論の必要が益々高まりつつ

ある。 

 では、これまでに、遠隔システムを教育に活用した研究がどのように展開されてきたのだろうか。当該領域にお

ける近年の研究動向を踏まえると、遠隔システムを教育に活用した研究は、（１）児童生徒や学生を対象にした研

究と、（２）教員の研修に着目した研究の２種類に大別できる。 

 特に多いのは、前者の児童生徒や学生を対象とした実践研究である。例えば、藤木・寺嶋・園田他 4)は、離島の

児童生徒同士をテレビ会議システムでつなぎ、遠隔での共同学習を実施している。また奥林・森・前迫他 5)は、日

本の中高生が海外の学生と対面で交流する前に遠隔交流を行うことで、対面交流の緊張感を和らげることを確認

した。原田・加藤 6)は、遠隔教育における独習を支援するためのバーチャル自習室を開発している。これらの研究

のように、遠隔システムを児童生徒や学生に導入し、教育的効果を上げた研究が蓄積されつつある。 

 その一方で、本研究が焦点を当てるのは、児童生徒や学生を対象とした遠隔教育というよりは、むしろ教員の資
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質能力の向上を目的とした遠隔での教員研修である。というのも、児童生徒や学生により良い教育を提供するた

めには、教員の資質・能力の向上が不可欠なためである。こうした立場は、遠隔での教員研修について検討した開

拓的研究の１つである赤堀 7)とも一致している。赤堀は、質の高い教員の確保のために遠隔の手法を教員研修に導

入する必要性について 1990 年代から主張しており、通信教育や放送大学などの活用を挙げるとともに、マルチメ

ディアを駆使して双方向型のコミュニケーションを用いた教員研修に期待している。 

 教員研修に遠隔システムを導入した研究もいくつか見受けられる。例えば藤木・寺嶋・平岡他 8)は、教員免許講

習に遠隔システムを導入し、画面上で資料を同期するツールの有効性について明らかにした。また、戸田・益子・

川上他 9)は、教員と外部講師とが継続的に関わりながら授業改善を行う遠隔研修のフレームを開発している。さら

に益子・松川・加藤他 10)は、現職教員のための遠隔講義のマネージメント方略について検討するなど、遠隔シス

テムを用いた研修が教員の資質・能力を高める上で有効であることが明らかになりつつある。 

 これらのように、ICT を利用した多様な遠隔での教員研修が展開されているが、研修機会が最も多いとされる学

校内での教員研修（以下、校内研修）については、遠隔システムを導入してその有効性について検証した例が存在

していない。校内の教員集団と教科教育の専門家を遠隔システムでつなぎ、研修の対象教科に関する双方向的な

やり取りを継続的に行うことによって、実施教科に関する教員の資質・能力はもちろん、教員の遠隔教育への推進

意欲の向上も同時に期待される。 

 以上を踏まえた本研究の目的は、小学校教員と国語科教育の専門家をつなぐ遠隔校内研修の実施を通して、（１）

小学校教員の国語科に対する要点理解が促進されたか、（２）小学校教員の遠隔教育に対する推進意欲が向上した

かの２点について検証することであった。 

 本研究ではまず、遠隔システムの概要として、利用したビデオ通話ソフトやその設置環境について説明する。次

に、遠隔校内研修の流れや、教員と講師との双方向的なやり取りの具体について述べる。続いて、教員の国語科に

対する要点理解や、遠隔教育の推進意欲を促進させる上での遠隔校内研修の有効性を検討するために実施した質

問紙調査の分析結果について詳述する。本研究では、単年度の校内研修を対象としているため、校内研修への遠隔

システムの導入の有無による効果の差を比較できないことを考慮した上で、研修前後における教員の変容につい

て検討していく。最後に、得られた結果を考察し、今後の課題を述べる。 

 

2.遠隔システムの概要 

2.1．システム環境 

 本研究で実施した遠隔校内研修では、対象校の各教室（１年生教室～６年生教室）に設置済の 11.6 型タブレッ

ト PC を利用した。OS は、Windows10 であった。ビデオ通話ソフトについては、パソコンにインストール済の

「ZOOM（Zoom Video Communications 社）」を利用した。遠隔校内研修の際には、対象校側の持つ Zoom アカウン

トを利用してミーティングルームを開設し、ID を外部講師に知らせる。外部講師は ID とパスワードを入力するこ

とによってミーティングルームに参加し、遠隔での双方向的なやり取りを実施した。マイクとカメラはタブレッ

ト PC に内蔵されたものを利用し、画像と音声については、教室前面に併設された 50 インチの大型ディスプレイ

に HDMI ケーブルを通して投影した。 

 

2.2．システムの利用方法 

 図１は、遠隔システムを使った校内研修の概略図である。教員は３～４名のグループに分かれ、各机に着席し

た。教室前面には大型ディスプレイを設置し、外部講師と双方向的にやり取りできるような環境を設定した。 
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3.遠隔校内研修の概要 

3.1.対象と実施時期 

 対象者は、兵庫県の公立小学校に所属する全教員の

12 名であった。実施時期は、2019 年 5 月～2020 年 2

月であった。実施期間の間に、合計６回の遠隔校内研

修を実施した。 

 

3.2.扱った内容 

 遠隔校内研修では、小学校国語科を内容として扱っ

た。遠隔システムを通して継続的に双方向的なやり取

りする外部講師は、筆者の一人である国語科教育の専

門家であった。 

 

3.3.遠隔校内研修の流れ 

 表１は、１回分の遠隔校内研修の流れを示している。遠隔

校内研修は、遠隔システムを利用した事前研修、研究授業、

事後研修の３つから構成されていた。本研究では、こうした

一連の遠隔校内研修を小学校１年生から６年生まで各学年

で実施し、実施期間内において合計６回実施した。 

 第一に、遠隔システムを利用した事前研修について解説

する。まず授業者は事前に学習指導案を作成し、関係者で検

討した後に外部講師に送付しておく。次に、全教員の参加の

もとで事前の検討会を行った。そこでは授業者による学習

指導案の概要説明の後、教員３～４名からなるグループ別

に指導案の協議を行い、グループ別の協議を踏まえて全員

で議論をした。全員での議論の際には、図２のように遠隔シ

ステムを通して外部講師にも議論に参加してもらい、話し

合いの経過や疑問点などを外部講師に伝えたり、外部講師

から小学校国語科に関わる専門的な助言を受けたりするな

ど、双方向的なやり取りを行った。 

 第二に、研究授業について説明する。研究授業は全教員が

参観し、「子どもがよく学んでいたところ」、「子どもがつま

ずいていたところ」、「さらなる学びの可能性」という３観点

を踏まえて各教員がメモを取った。さらに、授業の様子はビ

デオカメラで撮影し、事後研修までに講師に送付した。 

 第三に、遠隔システムを利用した事後研修について詳述

する。事後研修では、グループ別による協議の後、協議の内

容を踏まえて全体での議論を行った。全員での議論の際に

は、遠隔システムを通して外部講師も議論に参加してもら

い、話し合いの経過や疑問点などを外部講師に伝えたり、外

図１ 遠隔校内研修の概要図 

教員は 3～4 名グループに分かれ、教室前面の大型ディス

プレイが見えるように着席した。 

表１ 遠隔校内研修の流れ 

1.遠隔システムを利用した事前研修(45分) 

※学習指導案を事前に外部講師に送付 

(1) 授業者より授業の概要説明(10分) 

(2) グループ別による協議(15分) 

(3) 全体での協議(15分) 

(4) 指導案の修正方針の確認(5分) 

2.研究授業(45分) 

(1) 研究授業（全教員の参観とビデオ撮影） 

(2) 撮影したビデオを外部講師に送付 

3.遠隔システムを利用した事後研修(45分) 

(1) グループ別による協議（15分） 

(2) 全体での協議(15分) 

(3) 外部講師からの助言（15分） 

 

図２ 外部講師との双方向的なやり取り 

遠隔システムを通して外部講師にも議論に参加し

てもらい、双方向的なやり取りを行った。 
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部講師から国語科教育に関わる専門的な助言を受け

たりするなど、双方向的なやり取りを行った。 

 表２は、外部講師が遠隔校内研修において重要視し

た小学校国語科のポイントである。６回にわたる遠隔

校内研修を通して、表２に示したポイントに関わる理

解の共有を図った。 

 ポイントの１つ目は、単元目標を明確にすることで

ある。単元構想の際は、学習指導要領の内容に応じて、達成すべき目標を明確に設定するという意味である。２つ

目は、具体的な児童の姿をイメージすることである。目標を達成したときの児童の姿を具体的にすることによっ

て、指導の観点が明確になり、評価を行いやすいという意味である。３つ目は、主発問を十分に吟味することであ

る。めあてに到達するために必要かつ評価を行いやすい主発問を行うことで、授業の柱が明確になるという意味

である。４つ目は、児童の考えを揺さぶり、お互いの考えを練り上げるということである。考えを揺さぶるような

問い返しを行うことで、児童に新たな視点が提供されるという意味である。 

 

4. 評価 

 本研究では、（１）小学校教員の国語科に対する要点理解が促進されたか、（２）小学校教員の遠隔教育に対する

推進意欲が向上したかの２点について検証するために、質問紙調査の実施を通して教員に主観的な評価を求めた。 

 

4.1. 国語科の要点理解 

4.1.1 対象 

 対象は、遠隔校内研修に参加した小学校教員のうち、全６回すべての遠隔校内研修に参加した１０名であった。 

 

4.1.2 課題 

 課題は、表３のように全３項目から構成さ

れていた。項目には、「自分は、対象となる教

科の授業研究を積極的に推進していくべき

だと考えている」といった推進の意欲に関す

るものや、「自分は、子どもたちが学び合うよ

うな授業を行う自信がある」といった授業へ

の自信について問いかける項目などが含ま

れていた。これらの項目について、「とてもそ

う思う」「ややそう思う」「あまりそう思わな

い」「まったくそう思わない」の４件法で教員に回答を求めた。これらの課題は、国語科の要点理解というよりは、

むしろ小学校国語科の研究推進の意欲に関わる予備的な評価として実施した。国語科の要点理解については、「小

学校の国語科授業で大切なポイントは何か」というテーマのもと、自由記述によって回答を求めた。 

 

4.1.3 手続き 

 まず教員は、遠隔校内研修の期間が始まる前の５月上旬に課題に回答した（研修前テスト）。次に、教員は約１

年間にわたる校内研修に参加した。期間中には合計６回の遠隔校内研修が含まれていた。校内研修期間の終了後

の２月に、教員は再び国語科の研究意欲と要点理解に関する課題に回答した（研修後テスト）。課題は、研修前後

表２ 外部講師が遠隔校内研修において重要視した 

小学校国語科におけるポイント 

ポイント 

(1)単元の目標を明確にする。 

(2)授業後の児童の姿をイメージする。 

(3)主発問を十分に吟味する。 

(4)児童の考えを揺さぶり練り上げる。 

 

表３ 国語科に関する課題 

項目 内容 

１ 自分は，国語科の授業研修を積極的に推進してい

くべきだと考える。（以下，国語科研究の推進意欲） 

２ 自分は，自信を持って国語科の授業研究を進めて

いる。（以下，授業研究への自信） 

３ 自分は，子ども達が学び合うような授業を実施す

る自信がある。（以下，学び合う授業への自信） 
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における変容を比較するために、研修期間前と研修期間後の２回実施された。調査は質問紙法によって教員全員

に一斉に行われた。所要時間は１５分であった。分析には符号検定を利用し、有意水準を５％として設定した。 

 

4.1.4 結果 

 図３は、研修前テストから研修後テストにかけての「国語科研究の推進意欲」についての回答分布である。研修

前は、「とてもそう思う」が７名、「ややそう思う」が２名、「あまりそう思わない」が１名であった。一方で、研

修後は「とてもそう思う」が同数の７名、「ややそう思う」が１名増加して３名となった。符号検定の結果、研修

の推進意欲に有意な向上は確認されなかった。 

 図４は、「授業研究への自信」に対する回答の分布である。研修前には「全くそう思わない」と回答した教員が

２名、「あまりそう思わない」と回答した教員が４名と否定的な回答が半数を上回ったが、研修後には、「とてもそ

う思う」が３名、「ややそう思う」が４名確認されるなど、

半数以上が肯定的な回答をしていた。符号検定の結果、自

信を持って国語科の授業研究に取り組む教員の人数が有

意に増加した（p <.05）。 

 図５は、研修前テストから研修後テストにかけての「学

び合う授業への自信」についての回答分布である。研修前

には「ややそう思う」が３名、「あまりそう思わない」が６

名、「全くそう思わない」が１名いるなど、否定的な回答が

目立った。その一方で、研修後には、「ややそう思う」が３

名増加して６名になり、「あまりそう思わない」と回答し

た教員が３名減少した。符号検定の結果、学び合う授業へ

の自信が高まった教員が有意に増加した（p <.05）。 

 次に、自由記述による回答を評価し、国語科の要点に対

する理解の変化について検討する。表４は、研修前テスト

の「小学校の国語科授業で大切なポイントは何か」という

テーマの自由記述について、名詞に関わる頻出語を抽出し

たものである。抽出の際には、一人の回答者が同一の語を

複数回上げた場合を含む、延べ回数をカウントした。抽出

の結果、最も多く記述されたのは「書く」という言葉であ

り、合計８回記述されていた。さらに、「聞く」や「話す」

も６回の記述が確認され頻出語として抽出されるなど、国

語科学習指導要領における思考力・判断力・表現力の基本

的な観点が多く記述されていた。表２に示した国語科教育

のポイントに関係する言葉としては、「発問」が１回記述さ

れたのみで、具体的には、「子供が自分の思いを表現できる

ための言葉かけと発問が大切です。」という文章の中で利

用されているに留まった。 

 その一方、研修後テストの自由記述においては、「授業」

と「考え」が 11 回と最も多く見られ、「自分」や「子ども」

が 8 回、それ以下は「思い」、「言葉」、「児童」、「目標」、

図３「国語科研究の推進意欲」の回答分布 

研究前後で有意な向上は確認されなかった。 

図４「授業研究への自信」の回答分布 

研修前後に有意な向上が確認された。 

図５「学び合う授業への自信」の回答分布 

研修前後に有意な向上が確認された。 
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「イメージ」、「他者」と続いた。これらのうち、表２に

示した国語科教育のポイントに関係する言葉として

は、「考え」、「子ども」、「児童」、「目標」、「イメージ」

が挙げられる。例えば、自由記述における「児童」とい

う語の使われ方として、「授業後の児童の姿を持った上

で授業に取り組む」、「授業後の児童のめあてを持ち」、

「授業後の児童の姿をイメージしておく」などが確認

された。これは、研修期間中に外部講師が重要視したポ

イントの一つである「授業後の児童の姿をイメージす

る」ことにつながっていた。 

 研究前後テストにおける各教員の記述について、表

２に示した小学校国語科のポイントの内容について最

低１文以上記述している教員を「ポイント記述あり」、

記述していない教員を「ポイント記述なし」として分類

した。図６は、「ポイント記述あり」の教員数と「ポイ

ント記述なし」の教員数の人数遷移である。研修前は、

記述ありの教員は１名のみで、記述なしの教員が９名と大部分を

占めていたが、研究後には、ポイント記述ありの教員が７名増加

し、９名の教員がポイントを記述することができた。これらの比

率の差を検討するために、McNemar 検定を実施した。その結果、

研修前から研修後にかけて、国語科のポイントを記述できた教員

数が有意に増加したことが明らかになった（p <.05） 

 

4.2. 遠隔教育の推進意欲 

4.2.1 対象 

 対象は、遠隔校内研修に参加した教員のうち、すべての遠隔校

内研修に参加した１０名であった。 

 

4.2.2 課題 

 表５は、遠隔教育の推進意欲に関わる課題である。課題は、全３項目から構成されていた。項目には、「自分は、

遠隔教育を校内研修で積極的に推進していくべきだと考えている」といった遠隔教育の推進への意欲に関するも

のや、「自分は、遠隔システムを利用した校内研修のアイデアがある」といったアイデアに関するもの、「自分は、

遠隔教育を授業で進めていくこと

に対して自信がある」といった遠

隔教育の推進への自信を問いかけ

るものから構成されていた。これ

らの項目について、「とてもそう思

う」「ややそう思う」「あまりそう

思わない」「まったくそう思わな

い」の４件法で教員に回答を求め

表４ 小学校国語科の自由記述に 

おける頻出語の一覧 

研修前 研修後 

語 
回数 

（回） 
語 

回数 

（回） 

 書くこと 8  授業 11 

 自分 7 ◎考え 11 

 力 7  自分 8 

 聞くこと 6 ◎子ども 8 

 話すこと 6  思い 7 

 言葉 5  言葉 6 

 読むこと 5 ◎児童 6 

 思い 4 ◎目標 6 

◎考え 3 ◎イメージ 4 

 国語 3  他者 4 

Note.下線部は筆者による。◎は，国語科のポイントに

関係する語である。 

 

図６ ポイント記述あり・なしの人数遷移 

研修前後にかけて、ポイントを記述した人

数が有意に増加した。 

表５ 遠隔システムの推進に関わる課題 

項目 内容 

１ 自分は，遠隔システムを利用した授業や校内研修を推進して

いくべきだと考えている。（以下，「遠隔教育の推進意欲」） 

２ 自分は，遠隔システムを利用した授業や校内研修のアイデア

がある。（以下，「遠隔教育のアイデア」） 

３ 自分は，遠隔システムを利用した授業や校内研修を進めてい

くことに自信がある。（以下，「遠隔教育への自信」） 
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た。また、「遠隔教育の推進」をテーマとして、自由記述によって回答を求めた。 

 

4.2.3 手続き 

 手続きについては、小学校国語科の要点理解に関する評価と同様であった。 

 

4.2.4 結果 

 図７は、研修前テストから研修後テストにかけての「遠隔

教育の推進意欲」についての回答分布である。研修前は、「と

てもそう思う」が２名、「ややそう思う」が８名であった。

一方で、研修後は「とてもそう思う」が６名増加して８名と

なった。符号検定の結果、遠隔教育の推進意欲が有意に向上

した（p <.05）。 

 次に、遠隔教育のアイデアについて結果を述べる。図８

は、遠隔教育のアイデアに関する研修前後の回答分布であ

る。評価の結果、研修前は、「あまりそう思わない」の人数

が７名、「全くそう思わない」が２名と、否定的な回答が大

多数を占めていた。研修後についても、「あまりそう思わな

い」が５名、「全くそう思わない」が２名と、半数以上が否

定的な回答をしていた。符号検定の結果、遠隔教育のアイデ

アに有意な向上は確認されなかった。 

 続いて、遠隔教育への自信について結果を述べる。図９

は、遠隔教育への自信に関する研修前後の回答分布である。

評価の結果、研修前は、「あまりそう思わない」の人数が６

名、「全くそう思わない」が３名と、否定的な回答が大多数

を占めていた。研修後については、「とてもそう思う」が１

名、「ややそう思う」が２名とわずかに増加したが、「あまり

そう思わない」や「全くそう思わない」といった否定的な回

答が７名にのぼった。符号検定の結果、遠隔教育の自信に有

意な向上は確認されなかった。 

 次に、遠隔システムの利用に関する自由記述の結果につ

いて事例的に検討する。表６は、研修前と研修後テストの遠

隔教育に関する自由記述について、名詞に関わる頻出語を

抽出したものである。抽出の際には、一人の回答者が同一の

語を複数回上げた場合を含む、延べ回数をカウントした。抽

出の結果、研修前と研究後の両者において、「授業」という

言葉が最も多く記述されていた。その内実を把握するため

に、「授業」という語が利用された文について、肯定的な文

脈で利用された群（肯定群）と否定的な文脈で利用された群（否定群）の２種類に分類し、その増減について検討

した。肯定群の例として、「外部の人にゲストティーチャーとして参加してもらうなど、授業で活用できそう」や、

「授業での子どもたちの視野が広がりそう」など、遠隔システムを授業に取り入れる利点についての意見が挙げ

図７「遠隔教育の推進意欲」の回答分布 

研修前後に有意な向上が確認された。 

図８「遠隔教育のアイデア」の回答分布 

研修前後に有意な向上が確認された。 

図９「遠隔教育への自信」の回答分布 

研修前後に有意な向上が確認された。 
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られる。一方で、否定群の例として、「遠隔

システムを利用した授業についてのアイデ

アが思い浮かばない」「授業をする前の打ち

合わせや準備等の時間確保はできるのかと

いう不安がある」など、遠隔システムの利用

に対するアイデアの不足や準備の負担に関

わる意見が挙げられる。分析の結果、研修前

は肯定群が５回、否定群が３回という結果で

あった。一方、研修後は、９回すべてが肯定

群であった。研修前後にかけて、遠隔システ

ムの利用に対する不安が軽減していたこと

が示された。 

 また、研修の前には１回も確認されなかっ

たが、研修後に６回の記述が確認されたのが

「研修」という語である。この語の使われ方

の内実を見ていくと、例えば、「この１年間、継続的に外部講師の方に研修に参加してもらい、実りが大きかった」

や、「講師の顔を見ながら研修し、その場で質問できるので便利だと思う」、「講師とシステムを通して考えのやり

取りを行うことができるので、研修内容の大切なポイントや視点が明確になり、学びが大きくなった」などの記述

が挙がった。さらに、研修前テストで「不安」という言葉を記述した３名についても、研修後テストにおいては、

「今後、遠隔システムを使った授業の導入が必要であると感じた」、「様々な人とつながることができ、子どもや教

員の意欲と学びが深まると思う」など、不安を中心とした記述から、授業に導入しようとする前向きな記述に変容

した。これらの記述から分かるように、継続的な双方向での遠隔システムを使った校内研修によって、講師の顔を

見ながら質問等のやり取りを行ったことで、遠隔システムを使った校内研修への肯定的な評価がなされ、さらに

は小学校国語科についての議論の視点が明確になり、教員の資質・能力の向上に寄与したと考えられる。 

 

5. 総合的考察 

 本研究の目的は、小学校教員と国語科教育の専門家をつなぐ遠隔校内研修の実施を通して、（１）小学校教員の

国語科に対する要点理解が促進されたか、（２）教員の遠隔教育に対する推進意欲が向上したかの２点について検

証することであった。 

 第一に、小学校国語科の要点理解の促進について考察する。まず、質問紙調査で予備的に評価した小学校国語科

の授業研究への推進意欲についての項目では、有意な向上は確認されなかった。これについては、研修前の時点で

肯定的な評価をしている教員が大多数にのぼり、小学校において国語科教育の重要性がすでに浸透していたから

であると考えられる。実際、自由記述においても、「国語科は小学校でのすべての活動の土台となる言語の力を高

める重要な教科である」と述べられているなど、その重要性がすでに認識されていた。 

 国語科の要点理解については、研修前後における自由記述を評価した。評価の結果、小学校国語科のポイントを

記述できた教員の数が有意に増加したことが明らかになった。これは、遠隔システムを通して国語科教育の専門

家から助言をもらい、特に重要視したポイントである「単元目標の明確化」や「授業後の児童の姿をイメージする

こと」等に関わる理解が促進されたからであると推測される。実際に、予備的に評価した「児童同士が学び合う授

業への自信」や「国語科の授業研究への自信度」の向上についても、研修前から研修後にかけて有意に向上したこ

とが分かった。専門家とともに年間を通して継続的に国語科教育の要点について研修する機会を設けることで、

表６ 遠隔教育の自由記述 

における頻出語 

研修前 研修後 

語 
回数 

（回） 
語 

回数 

（回） 

授業 8 授業 9 

遠隔 5 システム 8 

システム 4 研修 6 

意見 3 遠隔 5 

機会 3 子ども 5 

子ども 3 学習 4 

人 3 利用 4 

不安 3 意見 3 

学校 2 学び 3 

関わり 2 活用 3 

Note.下線部は筆者による。 
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国語科教育の要点への理解が深まり、国語科授業を実施する上での自信につながったと推察される。以上から、本

研究において実施した遠隔校内研修は、教員の小学校国語科の要点理解を促進する上で一定の有効性があったと

結論づけることができる。 

 第二に、研修に参加した教員の遠隔教育の推進意欲の向上について検討する。まず、校内研修期間の前後におけ

る質問紙調査の結果、遠隔教育を推進しようとする意欲が有意に向上した。校内研修の前の時点で肯定的な回答

が多く、遠隔システムの重要性への認識があったと思われるが、研修を通して、推進意欲がさらに高まったことか

ら、実際に教員が遠隔システムを利用して研修をすることで、その利点についてさらに理解を深め、推進の必要性

への認識を高めたものと思われる。研修後の遠隔教育に関する自由記述においては、研修前には出てこなかった

「研修」という語が６回確認されるなど、遠隔システムを教員研修に導入することの利点について認識が高まり、

推進していこうとする意欲が向上したと考えられる。この点から、本研究で実施した遠隔校内研修は、研修に参加

した教員の遠隔教育の推進意欲を高める上で一定の有効性があったと結論づけることができる。 

 １点目の今後の課題を述べる。本研究が実施した校内研修では、国語科の要点理解の促進を目指していたもの

の、国語科に関する質問紙調査の結果、研修前から研修後にかけて、授業研究への自信や、学び合う授業への自信

についても有意に向上したことが示された。これらの項目が向上した理由として、①校内研修を通して国語科の

要点理解が深まり、それに連動して授業に対する自信が深まった可能性や、②校内研修自体に他教員との協議や

グループワークいった学び合いが含まれていたことから、学び合う必要性が認識された可能性、の２点が推測さ

れる。今後は、国語科の要点理解と授業研究や学び合う授業への自信との関係について検討することが必要であ

る。 

 ２点目の今後の課題について述べる。評価の結果、遠隔校内研修の実施を通して、遠隔教育に関するアイデアの

増加や、遠隔教育への教員の自信は向上しなかった。本研究における遠隔校内研修では、小学校国語科の内容を扱

っており、遠隔システムそのものの使い方や、遠隔システムを使った学習形態の可能性などについて検討する時

間を設けなかったことが要因として推察される。今後は、遠隔システムの利用の仕方に関する研修をはじめ、遠隔

システムを利用した外部人材の活用パターンや可能性について検討し、教員が実践していくための研修が必要で

あるといえる。さらには、単独校による遠隔校内研修の枠を超え、複数校による遠隔校内研修の可能性についても

検討していく必要がある。 
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